
←ワードの意見書むすびを貼り付ける

段落を調整するときは右クリックで段落を選び、行間固定値

で調整する

平成30年度

大 隅 肝 属 広 域 事 務 組 合

一般会計歳入歳出決算審査意見書

大隅肝属広域事務組合監査委員



←ワードの意見書むすびを貼り付ける

段落を調整するときは右クリックで段落を選び、行間固定値

で調整する



←ワードの意見書むすびを貼り付ける

段落を調整するときは右クリックで段落を選び、行間固定値

で調整する

大 肝 総 第142号
令和元年８月23日

大隅肝属広域事務組合
管理者 中西 茂 様

大隅肝属広域事務組合監査委員 鈴木 勝一

平成30年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算の
審査意見について

地方自治法第233条第２項の規定により、審査に付された平成30年度大隅肝
属広域事務組合一般会計の歳入歳出決算及び証書類を審査した結果について、
次のとおり意見を提出します。
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第１　審査の対象

　平成30年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算

第２　審査の期間

　令和元年７月25日（木）（令和元年８月23日（金））

第３　審査の方法

　　平成30年度大隅肝属広域事務組合一般会計の歳入歳出決算及び附
　属書類の審査にあたっては、その計数は正確であるか、予算は法令
　に準拠し、また、議会の議決の趣旨にそって適正に執行されたかな
　ど、会計管理者所管の関係帳簿及び証拠書類と照合し、関係職員の
　説明を求めながら実施した。

第４　審査の結果

　　審査の結果、一般会計の歳入歳出決算及び附属書類は関係法令に
　準拠して作成され、決算の計数は、会計管理者所管の会計帳簿及び
　証拠書類と一致している。
　　また、予算は適正に執行されているものと認められた。

平成30年度大隅肝属広域事務組合一般会計歳入歳出決算審査意見
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１　総　　括

　当年度の当初予算額は、歳入歳出それぞれ 1,794,346,000円で補
正予算により 56,321,000円を増額し、予算現額は 1,850,667,000
円となっている。
　当年度の収支は、収入済額 1,864,889,068円、及び支出済額は
1,818,601,500円で、歳入歳出差引額は46,287,568円の形式収支と
なっている。
　また、歳入の調定額に対する収入率は 100％で歳出の予算現額に
対する執行率は 98.27％となっている。

歳  入 （単位  円・％）

1 0 100.00

2 0 100.00

3 0 100.00

4 0 100.00

5 0 100.00

6 0 100.00

0 100.00

歳  出 （単位  円・％）

1

2

3

4

5

6

7

予算現額

1,512,361,000

702,000

1,512,361,000

171,667,559

調 定 額

88.58

決 算 状 況

1,850,667,000

1,850,667,000 98.27

1,512,361,000

701,914

0

支出済額 不用額翌年度繰越額

71,501,000

収入未済額

48,340,453

0

0

収入済額
不　納
欠損額

0

0

104,187,094

0

0

0

0

1,864,889,068

32,065,500

6,000,000 0.00

諸 支 出 金

科　　目 執行率

95.7657,660,892

352

1,072,973,000

0

予算現額

85.24

8,166,826

0

63,334,174

37,611,367

6,000,000

99.99

633

98.59

99.99

15,162,918

37,612,000 0

0

601,125,000

合　　計

601,124,648

0

合　　計

2,551,108

1,060,337

0

183,663

公 債 費

衛 生 費

60,212,000

1,057,810,082

民 生 費

予 備 費

1,818,601,500

科　　目

分担金及び
負 担 金

諸 収 入

使用料及び
手 数 料

収入率

財 産 収 入

繰 入 金

48,341,000

87,730,000

繰 越 金 48,340,453

1,244,000議 会 費

1,864,889,068

104,187,094

027,631,048

172,821,000

27,631,048

701,914

171,667,559

28,712,000

総 務 費
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（１）　決算収支の状況

　当年度の収支は、歳入決算額 1,864,889,068円に対して、歳出
決算額は 1,818,601,500円で、歳入歳出差引額は 46,287,568円の
形式収支となっている。
　実質収支も形式収支と同額で黒字となっている。

（単位　円）

A

B

(A-B)C

D

(C-D)E

F

(E-F)G

H

I

J

(G+H+I-J)

（２）　歳入決算額の性質別状況

　歳入決算額を性質別にみると、歳入総額に対し構成市町負担金、
使用料及び手数料、財産収入等の自主財源が 1,864,889,068円
（100%）となっている。
　歳入決算額を前年度に比較すると、自主財源は 24,676,269円の
減、依存財源は前年度も当年度も収入がないため、増減なしとなっ
ている。

構成
比率

構成
比率

100.00 100.00

0.00 0.00

100.00 100.00 △ 24,676,269

平成30年度

決算額

48,340,453

0

61,226,545

決算額

54,258,859

1,841,224,884

48,340,453

△ 12,886,092

△ 22,623,384

0

0

平成29年度

48,340,453 △ 2,052,885

0

1,864,889,068

（単位  円・％）

△ 24,676,269

△ 2,052,885

△ 16,647,492

0 0

7,927,434

41,568,137

1,889,565,3371,864,889,068

10,833,207

増　減

1,889,565,337

△ 12,886,092

△ 13,937,089

△ 195,370 8,122,804

依存財源

27,631,048

1,889,565,337 △ 24,676,269

区　分

0

37,611,367

0

46,287,568

0

1,818,601,500

△ 2,052,885

46,287,568

1,864,889,068

区　　分 平成30年度

歳入決算額

歳出決算額

増　　減平成29年度

合  計

繰上償還金

積立金
取崩額

実質単年度
収支

形式収支

翌年度へ繰越
すべき財源

実質収支

前年度実質
収支

単年度収支

積立金

自主財源
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（３）　歳出決算額の性質別状況

　歳出決算額を消費的経費、投資的経費、その他の経費別にみると総
額に対し人件費等の消費的経費 1,165,826千円（64.11％）、投資的経
費 14,040千円（0.77％）、その他の経費 638,736千円（35.12％）と
なっている。
　歳出決算額を前年度に比較すると、消費的経費 21,265千円（1.86％）
投資的経費 7,470千円（113.70％)の増、その他の経費 51,358千円
（7.44％）の減となっている。

（単位  千円・％）

構成
比率

対前年
度比率

7.46 103.99

55.66 101.85

0.78 86.60

0.09 89.20

0.12 101.66

64.11 101.86

0.77 213.70

0.00 －

0.77 213.70

33.05 94.54

2.07 69.32

35.12 92.56

100.00 98.77

（地方財政状況調査分類による）

（４）　歳入決算額について

　歳入決算額は、1,864,889,068円となり予算現額 1,850,667,000円
に対する収入率は 100.77％となっている。
　歳入決算額を前年度に比較すると 24,676,269円（1.31％）の減と
なっている。

（単位  円・％）

対予算 対調定

0 0 100.77 100.00

0 0 100.46 100.00

0 0 0.31 0.00

1,841,225

54,259

小　　　計

予算現額

平成29年度

合　　　計

収入率

5,204

18,403

0

2,110

1,144,561

1,787

△ 22,623

6,570

1.86

－

△ 30.68

113.70

690,094

△ 5.46

△ 7.44

7,470

△ 34,710

△ 16,648

△ 51,358

収入
未済額

不能
欠損額

1,818,602

積　　立　　金

単 独 事 業

1,594

635,835

130,419

993,942

6,570

補　助　費　等

0

増減

113.70

△ 193

638,736

1,850,667,000

区　　分

年　　度

平成30年度

△ 30,204,000

調定額

1,889,565,3371,880,871,000

1,864,889,068

△ 24,676,269

1,889,565,337

△ 24,676,269増　　減

扶　　助　　費

小　　　計

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業

14,040

0

公　　債　　費

14,040

601,125

1,864,889,068

人　　件　　費

1,165,826

14,119

平成30年度 平成29年度

135,623

1,012,345

16,303

収入済額

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

決算額 決算額 金額

7,470

△ 2,184

35

21,265

性　　質

3.99

1.85

△ 13.40

△ 10.80

消
 
費
 
的
 
経
 
費

1.662,145

物　　件　　費

37,611

比率

維 持 補 修 費

△ 1.23
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構成
比率

収入率

1 81.10 100.00

2 9.20 100.00

3 0.04 100.00

4 1.48 100.00

5 2.59 100.00

6 5.59 100.00

100.00 100.00

 第１款　分担金及び負担金

　当年度の予算現額に対する収入率は 100％となっており、収入済額
は、歳入総額の 81.10％を占めている。

対予算 対調定

100.00 100.00

100.00 100.00

0.00 0.00

構成
比率

構成
比率

比率

63.32 63.74 △ 1.56

8.16 7.72 4.67

4.66 4.67 △ 1.05

7.06 7.08 △ 1.14

5.54 5.55 △ 1.03

11.26 11.24 △ 0.81

100.00 100.00 △ 0.91

（単位  円・％）

肝 付 町 170,216,000

収入済額の増減

（単位　円・％）

0

予算現額に対する

増　　減

分担金及び負担金

0

70,479,000

123,401,000

△ 13,906,000

972,783,000

117,892,000

71,227,000

1,512,361,000

1,512,361,000

△ 13,906,000

区         分

使用料及び手数料

鹿 屋 市

1,512,361,000

収入済額

1,526,267,000

東 串 良 町

錦 江 町

平成29年度

48,340,453

平成30年度

負　担　金

垂 水 市

平成30年度

△ 13,906,000

1,864,889,068

16.46

1,512,361,000

701,914

27,631,048

171,667,559

△ 13,906,000 △ 0.91

△ 33.53

89,460,108

141,600

△ 21.05

560,314

61,226,545

25.27

△ 13,937,089

平成30年度

南 大 隅 町 83,835,000

△ 12,886,092

0.69170,483,233

比率

諸　　収　　入 104,187,094

繰　　越　　金

財　産　収　入

1,526,267,000

増　　減

合　　計 △ 13,906,000

106,824,000

△ 1,388,000

合　　　計

構成市町名

予算現額

収  入  済  額

1,526,267,000

△ 1,233,000

歳   入   款   別   比   較   表

1,184,326

957,606,000

0

○構成市町の負担金状況

1,889,565,337

平成29年度

平成29年度
収入済額

108,057,000

84,704,000

金　　額

△ 869,000

（単位  円・％）

14,726,986

区　　分

△ 1.31

△ 748,000

負　担　金

1,512,361,000

調定額

1,526,267,000

繰　　入　　金

収入率

1,526,267,000

△ 15,177,000

増　　減

金　　額

5,509,000

41,568,137

171,604,000

△ 24,676,269
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 第２款　使用料及び手数料

　当年度の予算現額に対する収入率は 99.33％となっており、収入
済額は、歳入総額の 9.20％を占めている。
　収入済額の内訳は、清掃手数料 126,113,760円、火葬場使用料
45,334,000円、行政財産目的外使用料 219,799円となっている。

対予算 対調定

99.33 100.00

99.11 100.00

0.22 0.00

 第３款　財産収入

　当年度の予算現額に対する収入率は 99.99％となっており、収入
済額は、歳入総額の 0.04％を占めている。
　収入済額 701,914円は、財政調整基金利子である。

対予算 対調定

99.99 100.00

99.00 100.00

0.99 0.00

 第４款　繰入金

　当年度の予算現額に対する収入率は 96.24％で 1,080,952円の収
入減となっており、収入済額は、歳入総額の 1.48％を占めている。

対予算 対調定

96.24 100.00

98.32 100.00

△ 2.08 0.00

 第５款　繰越金

　当年度の予算現額に対する収入率は 99.99％となっており、収入
済額は、歳入総額の 2.59％を占めている。

対予算 対調定

99.99 100.00

99.99 100.00

0.00 0.00△ 12,886,092

平成29年度

増　　減

区　　分

61,226,545

△ 92

61,227,000

△ 12,886,092

収入済額

48,340,453

収入率

△ 12,886,000

予算現額に対する

48,341,000

 （単位  円・％）

収入済額の増減

27,631,048

42,277,000

予算現額

平成30年度

△ 372,089

27,631,048

△ 708,863

△ 13,937,089

増　　減

702,000

平成29年度

61,226,545

△ 547

△ 455

増　　減 △ 13,565,000

28,712,000

収入済額

収入済額

収入率

566,000

増　　減

172,017,000

136,000

701,914

収入率

560,314

予算現額に対する

収入済額の増減

560,314

予算現額

予算現額

調定額

701,914

 （単位  円・％）

△ 5,686

△ 86

170,483,233

予算現額に対する

141,600

 （単位  円・％）

41,568,137

804,000

5,600

172,821,000 171,667,559

区　　分

平成30年度

平成29年度

平成30年度 48,340,453

区　　分

調定額

△ 13,937,089

平成30年度

△ 1,080,952

1,184,3261,184,326

収入率
予算現額に対する

△ 1,533,767

平成29年度

調定額

41,568,137

380,326

170,483,233

(単位  円・％)

予算現額

収入済額の増減

収入済額

141,600

区　　分

調定額

171,667,559 △ 1,153,441

収入済額の増減
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 第６款　諸収入

　当年度の予算現額に対する収入率は 118.76％で 16,457,094円の収
入増となっており、収入済額は、歳入総額の 5.59％を占めている。
　当年度収入済額の内訳は、電気料収入 84,975,771円、資源物売却
代金 7,722,544円、介護認定審査受託事業収入 205,000円、労働保険
料 100,815円、預金利子 4,635円、雑入 11,178,329円である。

対予算 対調定

118.76 100.00

113.94 100.00

4.82 0.00

（５）　歳出決算額について

　歳出決算額は 1,818,601,500円で、予算現額に対する執行率は
98.27％となり 32,065,500円の不用額となっている。 
　不用額の主なものは社会福祉費 3,528,438円、介護認定審査会費
4,308,574円、清掃費 13,966,671円である。
　歳出決算額を前年度と比較すると、前年度より 22,623,384円
（1.23%）の減となっている。

       歳   出   款   別   比   較   表

構成
比率

執行率 比率

1 0.06 85.24 2.45

2 3.17 95.76 16.51

3 3.48 88.58 △ 14.24

4 58.17 98.59 3.02

5 33.05 99.99 △ 5.46

6 2.07 99.99 △ 30.68

7 0.00 0.00 0.00

100.00 98.27 △ 1.23

収入率
予算現額

89,460,108 10,943,108

 （単位  円・％）

16,457,094

収入済額の増減
予算現額に対する

104,187,09487,730,000

調定額

予 備 費

平成29年度

0△ 30,204,000

1,026,757,867

平成30年度

0 0

△ 16,647,492

635,835,469

平成29年度
支出済額

8,171,282

増　　減

49,489,610

△ 34,710,821

37,611,367

1,841,224,884

    （単位  円・％）

支出済額

25,343

執行率

平成29年度

予算現額

1,818,601,500

△ 22,623,384 0.38

98.27

不用額

39,646,116

32,065,500

1,880,871,000

1,850,667,000

区　　分 収入済額

区　　分

78,517,000

金額

1,841,224,884

増　　減 14,726,986

0

翌年度繰越額

89,460,108

平成30年度

支出済額

104,187,094

14,726,9869,213,000

公 債 費

5,513,986

1,057,810,082 31,052,215

1,034,994

97.89

区　　分

△ 10,513,911

57,660,892

△ 7,580,616

0

平成30年度

73,848,085

0

601,124,648

（単位  円・％）

54,258,859諸 支 出 金

△ 22,623,384

衛 生 費

議 会 費

増　　減

合　　　　計

1,060,337

民 生 費 63,334,174

総 務 費

1,818,601,500
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　歳出決算額を各節別に見ると、委託料 932,564,811円（51.28％）、
償還金、利子及び割引料 601,124,648円（33.05％）が高い比率を占め
ている。

（単位  円・％）

1 報　酬

2 給　料

3 職員手当等

4 共済費

7 賃　金

8 報償費

9 旅　費

10 交際費

11 需用費

12 役務費

13 委託料

14

15

16

18 備品購入費

19

23

25 積立金

27 公課費

 第１款　議会費

　当年度の予算現額 1,244,000円に対し、支出済額は 1,060,337円
で、執行率は 85.24％となり、歳出総額の 0.06％を占めている。
　不用額は 183,663円で、主なものは旅費 110,085円である。
　支出済額を前年度と比較すると 25,343円の増となっている。

0.01

執行率不用額

1,818,601,500

183,663

0.006,000,000　（予備費） －

2,993,000

37,612,000

34,573,000

工事請負費

937,481,000

209,000

446,000

6,444,000

原材料費

50,000

使用料及び賃借料

25,343

85.25

△ 0.01

1,034,994

30,000

85.24

増　　減

179,0061,214,000

支出済額

1,060,337

予算現額区     分

平成29年度

4,657

節 別

37,611,367

116,800

負担金、補助及び交付金

50,373,000

16,024,000

1,244,000

△ 10.15

合   計

0

100.00

△ 34.680.02

601,125,000償還金、利子及び割引料

118,000

△ 5.46

17.98

0

△ 33.57

1.44

0.32

3.56

0.01

1.82

17.360.13

皆減0.00

△ 2.00

932,564,811

0.24

2.35

－0.00

40,117,932 2.21

5.59

76.87

支   出   済   額

22,519,500

3.09

41,969,945

163,296

51.28

2.31

0

4,861,000

歳 出 節 別 決 算 の 状 況

43,266,000

56,215,800

対前年度比率

△ 6.46

7.57

4.69

構成比率

25,903,000

金  額

56,884,000

1.36

33,090,454

338,115

15,133,814 0.83

234,000

5,876,422

24,714,014

4,442,487

0.01

616.89

1.24

33.05

2,368,095

0

601,124,648

282,000

区 分

△ 1.23

摘   要

（単位  円・％）

平成30年度

1,850,667,000

△ 30.682.07

26,023,000

予算現額

-8- 



 第２款　総務費

　当年度の予算現額 60,212,000円に対し、支出済額は 57,660,892円
で、執行率は 95.76％となり、歳出総額の 3.17％を占めている。
　不用額は 2,551,108円で、主なものは一般管理費の共済費 997,818
円、需用費 709,347円、使用料及び賃借料 229,993円である。
　支出済額を前年度と比較すると 8,171,282円の増となっている。

　当年度の予算現額 71,501,000円に対し、支出済額は 63,334,174円
で、執行率は 88.58％となり、歳出総額の 3.48％を占めている。
　不用額は 8,166,826円で、主なものは 社会福祉総務費の職員手当等
1,816,624円、需用費 761,403円と介護認定審査会費の報酬 2,914,500
円となっている。
　支出済額を前年度と比較すると 10,513,911円の減となっている。

　当年度の予算現額 1,072,973,000円に対し、支出済額は 1,057,810,082
円で、執行率は 98.59％となり、歳出総額の 58.17％を占めている。
　不用額は 15,162,918円で、主なものは清掃費（ごみ処理施設費）の職
員手当等 1,126,764円、需用費 5,441,880円、委託料 4,628,608円となっ
ている。
　支出済額を前年度と比較すると 31,052,215円の増となっている。

11,348,390

2,551,108

49,489,610

8,171,282増　　減

△ 705,215

63,334,174

0.11

15,868,133

88.58

15,162,918

92.20

△ 8,797,282

71,501,000

予算現額

（単位  円・％）

摘   要執行率

14.41

95.76

執行率

区     分 不用額予算現額

平成30年度

区     分

60,212,000

81.35

平成30年度

△ 626,000

（単位  円・％）

支出済額 摘   要

平成29年度

1,072,973,000

 第４款　衛生費

60,838,000

8,166,826

不用額

1,922,911△ 10,513,911

98.59

増　　減

98.48

（単位  円・％）

△ 8,591,000

執行率予算現額 支出済額 不用額

80,092,000

57,660,892

30,347,000

平成29年度

区     分

平成30年度 1,057,810,082

1,026,757,867平成29年度 1,042,626,000

支出済額

31,052,215

73,848,085 6,243,915

摘   要

△ 3.62

 第３款　民生費

増　　減
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　当年度の予算現額 601,125,000円に対し、支出済額は 601,124,648円
で、執行率は 99.99％となり、歳出総額の 33.05％を占めている。
　支出済額を前年度に比較すると 34,710,821円の減となっている。

　当年度の予算現額 37,612,000円に対し、支出済額は 37,611,367円
で、執行率は 99.99％、歳出総額の 2.07％を占めている。
　支出済額を前年度に比較すると 16,647,492円の減となっている。

　予備費 6,000,000円は充用されていない。

２　財産に関する調書

（１）　公 有 財 産

 ア　土地及び建物

　　土地の年度末現在高は、259,223.99㎡となっており、建物の年度
　末現在高は、24,603.79㎡となっている。
　　土地、建物ともに清掃事業及び火葬場に係る財産であり、決算
　年度中の増減はない。

 イ　物　権

　　地役権の前年度末現在高は 150.45㎡で、決算年度中の増減はない。

増　　減

54,258,859

摘   要

△ 34,711,000増　　減

執行率

△ 16,653,000

平成29年度

△ 16,647,492

区     分

54,265,000

平成29年度

 第６款　諸支出金

635,836,000

（単位  円・％）

区     分

6,141

99.99

△ 5,508

平成30年度

0.00

635,835,469

平成30年度 37,611,36737,612,000

不用額予算現額

 第５款　公債費

支出済額

△ 34,710,821

601,124,648601,125,000

  （単位  円・％）

0.00

99.99

摘   要

99.99

633

執行率不用額予算現額 支出済額

 第７款　予備費

△ 179

531 99.99

352
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（２）　物　　品

　　物品は、前年度末現在高が 22台で、パワーショベル１台減により、
　決算年度末現在高は 21台となっている。

（３）　基　　金

 ア　財政調整基金
　　決算年度中の積立額は 37,611,367円となっており、基金の取
　崩額は 27,631,048円であることから、決算年度末の現在高は
　621,293,215円となっている。

決算年度末
現在高

2

1

2

4

2

1

9

3 △ 1

0 9

0

1

4

0 1

0

0

1

0

3

△ 1

2

3

1 1

0

0

1

1

0 1

0

10

1

区分

1

フォークリフト

自走式二軸破砕機

乗用芝刈り機

中分類計

　事業用建設
　機械類

軽乗用車

（単位  台）

1

前年度末
現在高

決算年度中
増減高

0

（単位  円）

△ 1

1

乗用車

火葬場予約ｼｽﾃﾑ（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）

パワーショベル

区　　分

611,312,896

総　合　計

決算年度中増減額

37,611,367財政調整基金

前年度末現在高
(A)

621,293,215

0 2

決算年度末現在高
(A)+(B)-(C)

0

1

11

21

0

22

取崩額
(C)

27,631,048

タイヤショベル

積立額
(B)

2

1

2

　車両

中分類計

軽貨物車

塵芥収集車

　事務用器具

ダンプトラック

中分類計

マニプレーター

給与システム

中分類
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む  す  び 

 

今回、審査に付された平成 30年度決算収支状況は、実質収支及び実質単年度収支

ともに黒字であり、限られた財源の中で効率的かつ適正な業務の執行が行われ、健

全な財政運営がなされている。 

当年度の特徴として、歳入については、売電量が増えたため電気料収入が増え、

落雷被害により建物損害共済金の給付があり、また、重機を売却したため雑入が増

えているが、構成市町負担金や前年度繰越金や繰入金の減により、前年度と比較す

ると減となっている。 

歳出については、油圧ショベル購入のため、備品購入費が増となっているが、前

年度と比較して大きな修繕もなく、清掃センターに係る償還の一部終了により、需

用費や公債費などが減となっている。また、予算現額に対する執行率が 98.27％と

計画的な執行をされていると認められた。 

実施された事業の内容として、介護事業においては、介護認定審査業務及び市町

村審査判定業務に取り組まれているところである。審査件数は減少しているが、依

然として多い状況であるので、引き続き認定審査会委員を確保し、公正で公平な審

査判定と適正かつ円滑な審査を遂行していただきたい。 

火葬事業においては、平成 26 年度に導入された指定管理者制度により適切な管理

が行われ、円滑な事業が図られている。施設の維持管理に要する経費についても、

計画的かつ効率的に実施されているところである。また、平成 31年度より新たな指

定管理者となっているので、今後とも適切な管理が行われるよう図られたい。 

清掃事業においては、肝属地区清掃センターでのごみ焼却から最終処分に至る一

般廃棄物処理における総合的な運営管理が適切に実施されている。 

今後も、施設の延命化や維持管理に多額の費用を要することが予想されることか

ら、施設の適正な維持や計画的な管理運営に取り組むとともに、引き続き、持ち込

まれたごみから取り出した資源物の売払いや電気料収入など、自主財源の確保に努

められたい。また、持ち込まれるごみの量も多い状況であるので、市町とも連携を

取りごみ量の減少に努められたい。 

最後に、組合財源の多くは組合構成市町からの負担金で賄われていることから、

組合においても行財政経営プランに基づき、財源の有効活用や、事業の更なる効率

的・計画的な遂行により、組合の安定的な運営に努められたい。 
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